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Ⅲ 障がい者を取り巻く環境の変化 

１．障害者基本法の改正 

   「障害者基本法」は障がい者施策の基本となる事項を示したものであり、障がいの

ある人に関係する、最も基本となる法律です。当法律は、平成 23 年に見直され、同年

８月５日に公布、施行されました。改正により、すべての人が人権を持っているとい

う考え方に基づき、「障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性

を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指すこと」が明記されました。 
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２．障害者総合支援法の施行 

   平成 15 年４月に、それまで行政がサービスの受け手を特定し、サービスの内容を決

定してきた「措置制度」から、利用者自らがサービスを選択し、契約によりサービス

を利用する「支援費制度」へと移行しました。 

措置制度から支援費制度へ（H15）

支援費制度の意義

多様化・増大化する障害福祉ニーズへの対応
利用者の立場に立った制度構築

措置制度（～Ｈ１５）

行政

事業者
障害者

事業者を特定 サービス内容
を決定

行政からの受託者と
してのサービス提供

行政

事業者 障害者
事業者を選択

契約による
サービス提供

支給申請
支給決定

支援費制度（Ｈ１５～Ｈ１８）

＜措置制度＞
行政がサービス内容を決定
行政が事業者を特定
事業者行政からの受託者と
してサービス提供

＜支援費制度＞
障害者の自己決定を尊重
（サービス利用意向）
事業者と利用者が対等
契約によるサービス利用

報酬支払
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 しかし、「支援費制度」は、精神障がい者が対象となっていなかったこと、全国共通

の利用ルールがなく、支給決定のプロセスが不透明であったこと、また、利用者の増

大に伴いサービス費用も増加し、制度維持が困難となったことなどにより制度全体の

見直しが行われ、平成 18 年４月に「障害者自立支援法」が施行されました。これによ

り、福祉施設や事業体系の抜本的な見直しが行われ、３障がいを一元化し、就労支援

の強化、支給決定の仕組みの明確化、安定的な財源の確保などが図られました。 

 

障害者施策を３障害一元化

就労支援の抜本的強化

安定的な財源の確保

・養護学校卒業者の５５％は福祉施設に入所

・就労を理由とする施設退所者はわずか１％

・新規利用者は急増する見込み

・不確実な国の費用負担の仕組み

利用者本位のサービス体系に再編

・ 障害種別ごとに複雑な施設・事業体系

・ 入所期間の長期化などにより、本来の施設目的と
利用者の実態とが乖離

自
立
と
共
生
の
社
会
を
実
現

障
害
者
が
地
域
で
暮
ら
せ
る
社
会
に

支給決定の透明化、明確化

・全国共通の利用ルール（支援の必要度を判定

する客観的基準）がない

・支給決定のプロセスが不透明

法律による改革

制定前

制定前

制定前

制定前

・ ３障害ばらばらの制度体系

（精神障害者は支援費制度の対象外）

・実施主体は都道府県、市町村に二分化

制定前
○３障害の制度格差を解消し、精神障害者を対象に

○市町村に実施主体を一元化し、都道府県はこれをバック
アップ

○３３種類に分かれた施設体系を再編し、日中活動支援と
夜間の居住支援を分離
あわせて、「地域生活支援」「就労支援」のための事業や
重度の障害者を対象としたサービスを創設

○規制緩和を進め既存の社会資源を活用

○新たな就労支援事業を創設
○雇用施策との連携を強化

○支援の必要度に関する客観的な尺度（障害程度区分）を
導入

○審査会の意見聴取など支給決定プロセスを透明化

○国の費用負担の責任を強化（費用の１／２を負担）
○利用者も応分の費用を負担し、皆で支える仕組みに

「障害者自立支援法」のポイント
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   また、「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見

直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する

法律」が平成 22 年 12 月 10 日に公布され、利用者負担の見直し、相談支援体制の充実

等の見直しが行われました。 

 

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの
間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の概要

（その他）（１）「その有する能力及び適性に応じ」の削除、（２）成年後見制度利用支援事業の必須事業化、
（３）児童デイサービスに係る利用年齢の特例、（４）事業者の業務管理体制の整備、
（５）精神科救急医療体制の整備等、（６）難病の者等に対する支援・障害者等に対する移動支援についての検討

－ 利用者負担について、応能負担を原則に
－ 障害福祉サービスと補装具の利用者負担を合算し負担を軽減

－ 発達障害が障害者自立支援法の対象となることを明確化

－ 相談支援体制の強化

－ 支給決定プロセスの見直し（サービス等利用計画案を勘案）、サービス等利用計画作成の対象者の大幅な拡大

－ 児童福祉法を基本として身近な地域での支援を充実
（障害種別等で分かれている施設の一元化、通所サービスの実施主体を都道府県から市町村へ移行）

－ 放課後等デイサービス・保育所等訪問支援の創設
－ 在園期間の延長措置の見直し

－ グループホーム・ケアホーム利用の際の助成を創設
－ 重度の視覚障害者の移動を支援するサービスの創設（同行援護。個別給付化）

② 利用者負担の見直し

③ 障害者の範囲の見直し

④ 相談支援の充実

⑤ 障害児支援の強化

⑥ 地域における自立した生活のための支援の充実

① 趣旨
－ 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間における障害者等の

地域生活支援のための法改正であることを明記

公布日施行

平成24年４月１日までの政令で定める日（平成24年４月１日）から施行

平成24年４月１日施行

平成24年４月１日施行

公布日施行

(1)(3)(6)：公布日施行
(2)(4)(5)：平成24年4月
1日までの政令で定める日
（平成24年4月1日）か
ら施行

平成24年４月１日までの政令で定める日
（平成23年10月１日）から施行

市町村に基幹相談支援センターを設置、「自立支援協議会」を法律上位置付け、
地域移行支援・地域定着支援の個別給付化

１８歳以上の入所者については、障害者自立支援法で対応するよう見直し。
その際、現に入所している者が退所させられることのないようにする。

（平成22年12月３日成立、同12月10日公布）
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さらに、平成 24 年６月に成立・公布された「地域社会における共生の実現に向け

て新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律」により、 

「障害者自立支援法」から「障害者総合支援法」と改められ、様々な制度の見直し

が図られました。 

主な見直しは 

【H25.4.1 施行分】 

① 法の目的に「自立」に代え「基本的人権を享有する個人としての尊厳」を明記 

② 障がい者の定義に難病等を追加し、障害福祉サービス等の対象を拡大 

③ 市町村が実施する地域生活支援事業の必須事業の追加 

（追加された必須事業） 

・ 障がい者に対する理解を深めるための研修・啓発 

   ・ 障がい者やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に対する支援 

   ・ 市民後見人等の人材育成・活用を図るための研修 

   ・ 意思疎通支援を行う者の養成 

【H26.4.1 施行分】 

④ 「障害程度区分」を「障害支援区分」に改め、定義や判定式、調査項目を見直

し 

⑤ 重度訪問介護の対象拡大（重度の知的障がい者、精神障がい者を対象に追加） 

⑥ ケアホームのグループホームへの一元化 

⑦ 地域移行支援の対象拡大（保護施設、矯正施設等を退所する障がい者等） 

【H30.4.1 施行分】 

⑧ 自立生活援助（地域で一人暮らしを希望する者への定期巡回訪問等）の新設 

⑨ 就労定着支援（就労に伴う生活面の課題に対して支援）の新設 

⑩ 重度訪問介護の対象範囲の拡大 

⑪ 高齢障がい者の介護保険サービスの円滑な利用の促進（利用者負担の軽減） 

   となっています。 
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平成２５年４月１日（ただし、４．及び５．①～③については、平成２６年４月１日）

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて、地域社会における共生の実現に向けて、障害福祉サービスの充実等障害者の
日常生活及び社会生活を総合的に支援するため、新たな障害保健福祉施策を講ずるものとする。

１．趣旨

１．題名
「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（障害者総合支援法）」とする。

２．基本理念
法に基づく日常生活・社会生活の支援が、共生社会を実現するため、

社会参加の機会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁の
除去に資するよう、総合的かつ計画的に行われることを法律の基本
理念として新たに掲げる。

３．障害者の範囲（障害児の範囲も同様に対応。）
「制度の谷間」を埋めるべく、障害者の範囲に難病等を加える。

４．障害支援区分の創設
「障害程度区分」について、障害の多様な特性その他の心身の状態

に応じて必要とされる標準的な支援の度合いを総合的に示す「障害
支援区分」に改める。
※ 障害支援区分の認定が知的障害者・精神障害者の特性に応じて

行われるよう、区分の制定に当たっては適切な配慮等を行う。

２．概要

３．施行期日

地域社会における共生の実現に向けて
新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の概要

① 常時介護を要する障害者等に対する支援、障害者等の移動の支援、障害者の就労の支援その他の障害福祉サービスの在り方
② 障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方
③ 障害者の意思決定支援の在り方、障害福祉サービスの利用の観点からの成年後見制度の利用促進の在り方
④ 手話通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等に対する

支援の在り方
⑤ 精神障害者及び高齢の障害者に対する支援の在り方

※上記の検討に当たっては、障害者やその家族その他の関係者の意見を反映させる措置を講ずる。

４．検討規定（障害者施策を段階的に講じるため、法の施行後３年を目途として、以下について検討）

（平成２４年６月２０日 成立・同年６月２７日 公布）

５．障害者に対する支援
① 重度訪問介護の対象拡大（重度の肢体不自由者等であって常時

介護を要する障害者として厚生労働省令で定めるものとする）
② 共同生活介護（ケアホーム）の共同生活援助（グループホーム）へ

の一元化
③ 地域移行支援の対象拡大(地域における生活に移行するため重点

的な支援を必要とする者であって厚生労働省令で定めるものを加える）
④ 地域生活支援事業の追加（障害者に対する理解を深めるための

研修や啓発を行う事業、意思疎通支援を行う者を養成する事業等）

６．サービス基盤の計画的整備
① 障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標に関する事項

及び地域生活支援事業の実施に関する事項についての障害福祉
計画の策定

② 基本指針・障害福祉計画に関する定期的な検証と見直しを法定化
③ 市町村は障害福祉計画を作成するに当たって、障害者等のニーズ

把握等を行うことを努力義務化
④ 自立支援協議会の名称について、地域の実情に応じて定められる

よう弾力化するとともに、当事者や家族の参画を明確化
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３．児童福祉法の改正 

  「児童福祉法」は児童の健全な育成、生活の保障及び愛護を理念とし、児童の権利

及び必要な支援等を定めた法律です。障がい児に関しては本法律の「第２章 福祉の保

障」において、療育の指導、居宅生活の支援等について規定しています。本法律は平

成 24 年４月１日に一部改正され、障がい児支援の体系について、従来の障害種別で分

かれていた体系から、通所・入所の利用形態によるものに一元化されました。 

  また、障がい児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援の充実を目

的として、平成 28 年 6 月に児童福祉法が一部改正（施行は平成 28 年 6 月及び平成 30

年 4 月）されました。これにより、「保育所等訪問支援」の対象拡大や「居宅訪問型児

童発達支援」といったサービスが新設されました。また、医療的ケアを要する障がい

児の支援の充実を図るため、各自治体において保健・医療・福祉等の連携促進に努め

ることが規定されたほか、障がい児のサービスに係る提供体制の計画的な構築を推進

するため、各自治体において障がい児福祉計画を策定すること等が規定されました。 
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４．障害者虐待防止法の施行 

   平成 23 年６月に「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律

（障害者虐待防止法）」が成立し、障がい者虐待の防止のための法整備が図られました。

これにより、平成 24 年 10 月１日から、国や地方公共団体、障がい者福祉施設従事者

等、使用者などに障がい者虐待の防止等のための責務を課すとともに、虐待を受けた

と思われる障がい者を発見した者に対する通報義務が課されました。 

   また、虐待の防止や対応の窓口となる市町村障がい者虐待防止センターや県障がい

者権利擁護センターが設置されています。 

 

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律の概要

障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加にとって障害者に対する虐待を防止することが極めて重要であること等に鑑み、障害
者に対する虐待の禁止、国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援のための措置、養護者に対する支援のための措置等を定めることにより、障
害者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資することを目的とする。

目 的

１ ｢障害者｣とは、身体・知的・精神障害その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活・社会生活に相当な制限を
受ける状態にあるものをいう（改正後障害者基本法2条１号）。

２ ｢障害者虐待｣とは、①養護者による障害者虐待、②障害者福祉施設従事者等による障害者虐待、③使用者による障害者虐待をいう。
３ 障害者虐待の類型は、①身体的虐待、②ネグレクト、③心理的虐待、④性的虐待、⑤経済的虐待の５つ。

定 義

１ 何人も障害者を虐待してはならない旨の規定、障害者の虐待の防止に係る国等の責務規定、障害者虐待の早期発見の努力義務規定を置く。
２ 障害者虐待防止等に係る具体的スキームを定める。

３ 就学する障害者、保育所等に通う障害者及び医療機関を利用する障害者に対する虐待への対応について、その防止等のための措置の実施を学校の長、保
育所等の長及び医療機関の管理者に義務付ける。

虐待防止施策

養護者による障害者虐待 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 使用者による障害者虐待

[市町村の責務]相談等、居室確保、連携確保 [設置者等の責務] 当該施設等における障害者に
対する虐待防止等のための措置を実施

[事業主の責務] 当該事業所における障害者に対す
る虐待防止等のための措置を実施

[スキーム] [スキーム] [スキーム]

市
町
村

都
道
府
県

虐
待
発
見

虐
待
発
見

虐
待
発
見

市
町
村

１ 市町村・都道府県の部局又は施設に、障害者虐待対応の窓口等となる「市町村障害者虐待防止センター」・「都道府県障害者権利擁護センター」としての機能
を果たさせる。

２ 国及び地方公共団体は、財産上の不当取引による障害者の被害の防止・救済を図るため、成年後見制度の利用に係る経済的負担の軽減のための措置等を
講ずる。

３ 政府は、障害者虐待の防止等に関する制度について、この法律の施行後３年を目途に検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。
４ 平成２４年１０月１日から施行する。

その他

通報
①事実確認（立入調査等）
②措置(一時保護、後見審判請求)

①監督権限等の適切な行使
②措置等の公表

①監督権限等の適
切な行使

②措置等の公表

通報
通報

通知

報告報告

※ 虐待防止スキームについては、家庭の障害児には児童虐待防止法を、施設入所等障害者には施設等の種類（障害者施設等、児童養護施設等、養介護施設等）に応じてこの
法律、児童福祉法又は高齢者虐待防止法を、家庭の高齢障害者にはこの法律及び高齢者虐待防止法を、それぞれ適用。

労働局都道府県

（平成２３年６月１７日成立、同６月２４日公布）

市町村
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５．障害者雇用促進法の改正 

  「障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法）」が改正され、精神障が

い者についても、身体障がい者や知的障がい者に加え、雇用が義務となり、法定雇用

率の算定基礎に精神障がい者を加えることとなります。（平成 30 年４月１日施行） 

   また、雇用の分野における障がい者に対する差別的取扱いの禁止や、事業主に対し、

過重な負担を及ぼさない範囲で、障がい者が職場で働くに当たっての支障を改善する

ための措置を講ずることが義務付けられました。（平成 28 年４月１日施行） 
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６．障害者優先調達推進法の施行 

   「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（障害者

優先調達推進法）」が平成 24 年６月に成立（平成 25 年４月１日施行）し、国や地方公

共団体等は物品や役務の調達にあたって、障がい者就労施設等から優先的に調達する

よう努めるとともに、毎年度、障がい者就労施設等からの物品等の調達目標を定めた

調達方針を作成し、当該年度の終了後、物品等の調達実績を公表することとなりまし

た。 

 また、国や独立行政法人等は、公契約について、競争参加資格を定めるに当たって、

法定障害者雇用率を満たしている事業者に配慮するなど、障がい者の就業を促進する

ために必要な措置を講ずるよう努め、地方公共団体及び地方独立行政法人は、国及び

独立行政法人等の措置に準じて必要な措置を講ずるよう努めることとされました。 
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７．障害者差別解消法の施行 

   全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性

を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、平成 25 年６月に「障害を理由とする

差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」が成立（平成 28 年４月１日施

行）しました。 

   これは、障害者基本法第４条に基本原則として規定された「差別の禁止」をより具

体的に規定し、それが遵守されるための具体的な措置等を定めたものであり、「障がい

を理由とする差別的取扱いの禁止」「障がいのある人に対する「合理的配慮」の不提供

の禁止」「差別の解消につながるような啓発や情報収集」などが規定されています。 
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８．障害者権利条約の批准 

 近年、障がい者の権利擁護に向けた取組が国際的に進展し、平成 18 年に国連におい

て、障がい者の人権及び基本的自由の享有を確保すること並びに障がい者の固有の尊

厳の尊重を促進するための包括的かつ総合的な国際条約である「障害者の権利に関す

る条約（障害者権利条約）」が採択され、我が国は平成 19 年に同条約に署名し、以来、 

障害者基本法の改正、障害者総合支援法の成立、障害者差別解消法の成立および障害

者雇用促進法の改正など、国内法の整備を始めとする様々な取組を進め、平成 26 年 1

月に同条約を批准しました。 

 このことにより、我が国において、障がい者の権利の実現に向けた取組が一層強化

され、人権尊重についての国際協力が促進されることとなります。 

  同条約では、障がいに基づくあらゆる差別を禁止しています。ここで言う「差別」

とは、障がい者であることを理由とする直接的な差別だけでなく、例えば過度の負担

ではないにもかかわらず、段差がある場所にスロープを設置しないなど、障がい者の

権利の確保のために必要で適当な調整等を行わないという「合理的配慮の不提供」も

含まれるということが、明確に示されています。またこの条約は、障がい者が他の人

と平等に、住みたい場所に住み、受けたい教育を受け、地域社会におけるサービスを

利用できるよう、障がい者の自立した生活と地域社会への包容について定めています。 

 本プランでは、この権利条約や整備された国内法等の考え方を基本としながら、差

別の解消及び権利擁護の推進や、障がい者が地域で自立した生活を送るための各種取

組を進めます。 
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Ⅳ 鳥取県の課題 

  これまで、鳥取県の現状と今後の見通し、障がい児者を取り巻く環境の変化を見てき

ましたが、以下のようにまとめることができます。 

【現状と今後の見通し】 

・障がい者数は増加傾向で高齢化が進んでおり、今後も同様の傾向にあると見込まれ

ます。 

・障害福祉サービスはある程度充実していますが、短期入所や児童発達支援などサー

ビスの種類によっては全国平均を下回るサービスも見られます。 

・区分別では、身体障がい者は３・４級の中度の方、知的障がい者は中軽度（療育手

帳Ｂ）、精神障がい者は通院の方が増加し、また今後も増加すると見込まれます。 

【障がい者を取り巻く環境の変化】 

・障害者基本法の改正、障害者虐待防止法の施行、障害者差別解消法の成立、障害者

権利条約の批准など障がい者の権利を保障し、地域における共生社会を目指す方針

が示されました。 

・障害者自立支援法から障害者総合支援法に変わり、障がい者のニーズに基づいた地

域生活支援体制を整備する方向性が示されました。 

・児童福祉法の改正など障がい児支援のニーズの多様化へのきめ細やかな対応が示さ

れました。 

・障害者雇用促進法の改正、障害者優先調達推進法の施行など、障がい者の雇用促進

や就労面での支援など障がい者の社会参加を進める方向性が示されました。 

 

こうした状況により、今後、地域で暮らす障がい児者への支援が益々重要になってい

くものと思われます。 

 

鳥取県では、これまで様々な障がい児者施策を展開してきました。主なものを挙げる

と、 

  ○工賃三倍計画の策定、農福（水福）連携推進事業、就労事業振興センターの設立な

ど県独自の就労関係事業の実施 

  ○「障がいを知り、共に生きる」あいサポート運動の実施と全国展開 

  ○障がい者アスリートの指定強化選手制度の導入 

  ○手話言語条例の制定 

  ○あいサポート条例の制定 

  ○情報アクセス・コミュニケーション支援の充実 

  ○重症心身障がい児者等を受け入れる事業所への支援 

  ○医療型ショートステイ事業を実施する医療機関等への支援 

  ○ＮＩＣＵからの地域移行を支援する訪問看護事業所への支援 

  ○あいサポート・アートとっとりフェスタ（第１４回全国障がい者芸術・文化祭とっ

とり大会）の開催 

  ○手話パフォーマンス甲子園の開催  などがあります。 
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 改めて、障がい者の地域生活を支えるためには、障害福祉サービスのみならず、医療、

情報アクセス・コミュニケーション支援、教育、スポーツ・文化芸術活動、権利擁護・

虐待防止、防災・防犯対策、住宅、バリアフリー、雇用・就業など幅広い取組が必要と

なります。そこで、こうした福祉の枠にとらわれない幅広い分野における障がい者施策

の計画的かつ総合的な推進を目指し、本プランを策定しました。 


